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１ 概況（総論）

景気は、生産活動が底堅く推移し、消費の面では緩やかに持ち直しの動きが

みられ、また雇用の面でも持ち直しの動きが続いたこともあり、引き続き緩やかな

回復基調となった。

平成１７年の本県経済は、鉱工業生産指数が前年を下回ったものの、水準として

は底堅く推移し、また第４四半期には大きく上昇した。大口電力使用量は前年を上

回った。

個人消費については、大型小売店販売額や新車登録台数・届出台数が前年を上回

り、航空便利用客数や主要ホテル・旅館宿泊客数が前年とほぼ横ばいとなるなど、

緩やかな持ち直しの動きがみられた。

雇用情勢については、有効求人倍率や新規求人数が上昇幅は小さいものの前年を

上回り、依然厳しい状況ではあるが持ち直しの動きが続いた。

投資関連については、新設住宅着工戸数や公共工事請負金額が前年を下回り、依

然低調であった。

企業関連については、倒産件数は前年を下回ったものの、負債額は前年を大きく

上回っており、依然厳しい状況であった。

○主な経済指標
下段：前年比(%)または前年差(ﾎﾟｲﾝﾄ) 

分野 指標 単位 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年

生　産 指数 92.1 90.1 93.6 104.5 101.6

(H12=100) △ 7.9 △ 2.2 3.9 11.6 △ 2.8

指数 105.2 95.6 96.5 93.4 101.0

(H12=100) 5.2 △ 9.1 0.9 △ 3.1 8.2

千kwh 1,741,515 1,687,649 1,690,485 1,844,560 1,889,410

△ 1.0 △ 3.1 0.2 9.1 2.4

消　費 百万円 110,902 90,993 94,516 92,216 93,749

△ 5.6 △ 18.0 3.9 △ 2.4 1.7

台 31,446 31,196 30,713 28,869 30,011

△ 3.1 △ 0.8 △ 1.5 △ 6.0 4.0

台 26,317 26,313 25,887 26,788 27,364

△ 0.9 △ 0.0 △ 1.6 3.5 2.2

人 1,663,383 1,659,803 1,621,934 1,547,810 1,550,674

0.6 △ 0.2 △ 2.3 △ 4.6 0.2

人 1,679,042 1,670,205 1,605,931 1,534,401 1,547,618

0.0 △ 0.5 △ 3.8 △ 4.5 0.9

人 1,187,201 1,166,728 1,082,160 1,162,133 1,160,221

△ 7.3 △ 1.7 △ 7.2 7.4 △ 0.2

指数 99.2 98.2 98.1 98.0 97.5

(H12=100) △ 0.8 △ 1.0 △ 0.1 △ 0.1 △ 0.5

雇用・労働 倍 0.44 0.42 0.51 0.60 0.61

※ 前年差 0.00 △ 0.02 0.09 0.09 0.01

人 56,980 59,834 65,085 71,449 71,495

△ 0.8 5.0 8.8 9.8 0.1

投　資 戸 8,526 7,815 7,748 8,033 7,809

△ 14.4 △ 8.3 △ 0.9 3.7 △ 2.8

百万円 238,737 235,752 217,786 200,056 186,573

△ 12.2 △ 1.3 △ 7.6 △ 8.1 △ 6.7

企業・金融 件 143 122 108 99 88

△ 30.6 △ 14.7 △ 11.5 △ 8.3 △ 11.1

百万円 372,682 14,136 46,131 16,059 24,704

892.7 △ 96.2 226.3 △ 65.2 53.8

鉱工業生産指数
(原指数)

鉱工業在庫指数
（原指数）

大口電力使用量

大型小売店
販売額
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新車届出台数

航空便
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航空便
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２ 各論

（１）生産関連

鉱工業生産指数 ３－１表 は １０１.６で前年を２ ８％下回り 出荷指数 ３（ ） 、 ． 、 （

－１表）も９８.８で同じく３．５%下回った。在庫指数（３－１表）は１０１.０で

前年を８．２%上回った。

大口電力消費量（３－２表）は、約１８億８，９４１万kwhで前年を２．４%上回っ

た。

（２）消費関連

（ ） 、 ． 、大型小売店販売額 ３－３表 は 約９３７億円で前年を１ ７ 上回ったものの%
既存店どうしの比較では前年を３．６ 下回った。%

新車登録・届出台数（３－４表）は、新車登録台数（排気量６６０ｃｃ以上）が約

３万台で前年を４．０ 上回り、新車届出台数（同６６０ｃｃ未満）も約２万７千台%
で同じく２．２ 上回った。%

（ ） 、 、航空便利用客数 ３－５表 は 乗客数が約１５５万人で前年とほぼ横ばいとなり

降客数も約１５５万人で同じくほぼ横ばいとなった。

主要ホテル・旅館宿泊客数（３－６表）は、約１１６万人で前年とほぼ横ばいで

あった。

消費者物価指数（３－７表）は、総合指数は９７．５、生鮮食品を除く総合指数は

９７．３で、ともに前年とほぼ横ばいであった。

（３）雇用・労働関連

有効求人倍率（３－８表）は、０．６１倍で前年を０．０１ポイント上回った。

新規求職申込件数（３－９表）は、約８万１千人で前年を１．０ 上回り、新規求%
人数（３－９表）は、約７万１千人で前年とほぼ横ばいであった。

総実労働時間指数、所定外労働時間指数（３－１０表）は、前年を上回り、実質賃

（ ）、 （ ） 、 。金指数 きまって支給する給与 常用雇用指数 ３－１０表 は 前年を下回った

（４）投資関連

新設住宅着工戸数（３－１１表）は、７,８０９戸で前年を２．８ 下回った。%
（ ） ． 、公共工事請負件数 ３－１２表 は７,８４４件で前年を２０ ９ 上回ったものの%

請負金額（３－１２表）は、約１，８６６億円で前年を６．７ 下回った。%

（５）企業・金融関連

企業倒産件数（３－１３表）は８８件で前年を１１．１ 下回ったものの、負債額%
（３－１３表）は、約２４７億円で前年を５３．８ 上回った。%
金融機関預金残高（３－１４表）は、１２月末時点で約３兆５千億円で前年末を

０．８ 上回り、金融機関貸付金残高（３－１５表）は、同じく約１兆９千億円で前%
年末とほぼ横ばいであった。
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＜ 資 料 編 ＞



３　経済指標の動き

(1) 鉱工業指数(平成12年=100:年値は原指数、四半期値は季節調整済指数)

　○生産指数は、１０１．６で前年を２．８%下回った。
　　出荷指数は、９８.８で前年を３．５%下回った。
　　在庫指数は、１０１．０で前年を８．２%上回った。

＜３－１表＞ 平成12年=100　単位：％

前年(期)比 前年(期)比 前年(期)比

H13 92.1 ▲ 7.9 93.3 ▲ 6.7 105.2 5.2

H14 90.1 2.2 92.0 ▲ 1.4 95.6 ▲ 9.1

H15 93.6 3.9 95.2 3.5 96.5 0.9

H16 104.5 11.6 102.4 7.5 93.4 ▲ 3.1

H17 101.6 ▲ 2.8 98.8 ▲ 3.5 101.0 8.2

H17 Ⅰ 99.7 ▲ 2.6 96.7 ▲ 3.5 97.0 4.1

Ⅱ 100.2 0.6 98.3 1.7 100.0 3.1

Ⅲ 99.0 ▲ 1.2 97.9 ▲ 0.4 103.8 3.8

Ⅳ 107.5 8.6 102.7 4.8 103.5 ▲ 0.3

注）平成17年の数値は年間補正後の数値です （資料：県統計調査課）

(2) 大口電力使用量

　○大口電力使用量は、約１８億８，９４１万kwhで ＜３－２表＞ 単位：千kwh、％

　　前年を２．４%上回った。
前年(同期)比

H13 1,741,515 ▲ 1.0

H14 1,687,649 ▲ 3.1

H15 1,690,485 0.2

H16 1,844,560 9.1

H17 1,889,410 2.4

H17 Ⅰ 438,308 1.2

Ⅱ 474,129 ▲ 4.0

Ⅲ 475,962 3.6

Ⅳ 501,011 9.4

（資料：九州電力㈱宮崎支店）
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(3) 大型小売店販売額（百貨店、スーパー 計２９店舗）

○大型小売店販売額は、約９３７億円で前年を１．７%上回ったものの、既存店
　どうしの比較では前年を３．６%下回った。

＜３－３表＞ 単位：百万円、％

衣料品 飲食料品 その他 計

既存店

H13 46,382 29,979 34,541 110,902 ▲ 5.6 ▲ 4.9

H14 37,169 24,013 29,812 90,993 ▲ 18.0 5.1

H15 36,266 29,479 28,770 94,516 3.9 ▲ 7.3

H16 35,548 28,947 27,721 92,216 ▲ 2.4 ▲ 5.7

H17 35,388 28,824 29,537 93,749 1.7 ▲ 3.6

H17 Ⅰ 9,104 6,386 6,916 22,406 ▲ 3.1 ▲ 2.9

Ⅱ 8,648 6,274 7,290 22,213 2.8 ▲ 1.9

Ⅲ 7,673 7,808 7,192 22,673 3.3 ▲ 6.2

Ⅳ 9,962 8,358 8,139 26,459 3.6 ▲ 3.5

（資料：経済産業省）

※　百貨店及びスーパーとは、従業者50人以上の小売事業所のうち、次に該当するものである。

　　(1) 百 貨 店：日本標準産業分類の百貨店(541)のうち、次のスーパーに該当しない事業所であって、

　　　　　　　　　かつ売場面積が1,500m2以上の事業所

　　(2) スーパー：売場面積の50%以上について、セルフサービス方式を採用している事業所であって、

　　　　　　　　　かつ売場面積が1,500m2以上の事業所

(4) 新車登録・届出台数

○新車登録台数は、約３万台で前年 ＜３－４表＞ 単位：台、％

　を４．０%上回った。
　新車届出台数は、約２万７千台で 前年(同期)比 前年(同期)比

　前年を２．２%上回った。 H13 31,446 ▲ 3.1 26,317 ▲ 0.9

H14 31,196 ▲ 0.8 26,313 ▲ 0.0

H15 30,713 ▲ 1.5 25,887 ▲ 1.6

H16 28,869 ▲ 6.0 26,788 3.5

H17 30,011 4.0 27,364 2.2

H17 Ⅰ 8,766 0.9 7,941 ▲ 1.3

Ⅱ 6,800 12.3 6,406 2.6

Ⅲ 7,581 5.4 6,663 4.1

Ⅳ 6,864 ▲ 1.0 6,354 4.2

（資料：日本自動車販売協会連合会宮崎県支部）

消　費　関　連

※　届出自動車は、排気量660cc未満の自動車で
　ある。
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(5) 航空便利用客数

○乗客数は、約１５５万人で前年と ＜３－５表＞ 単位：人、％

　ほぼ横ばいであった。
　降客数は、約１５５万人で前年と 前年(同期)比 前年(同期)比

　ほぼ横ばいであった。 H13 1,663,383 0.6 1,679,042 0.0

H14 1,659,803 ▲ 0.2 1,670,205 ▲ 0.5

H15 1,621,934 ▲ 2.3 1,605,931 ▲ 3.8

H16 1,547,810 ▲ 4.6 1,534,401 ▲ 4.5

H17 1,550,674 0.2 1,547,618 0.9

H17 Ⅰ 404,699 ▲ 2.1 381,240 ▲ 1.0

Ⅱ 362,927 1.4 359,531 2.0

Ⅲ 403,126 2.7 403,737 3.0

Ⅳ 379,922 ▲ 1.2 403,110 ▲ 0.5

（資料：宮崎交通㈱）

(6) 主要ホテル・旅館宿泊客数

○主要ホテル・旅館宿泊客数は、約１１６万人で前年と ＜３－６表＞ 単位：人、％

　ほぼ横ばいであった。
前年(同期)比

H13 1,187,201 ▲ 7.3

H14 1,166,728 ▲ 1.7

H15 1,082,160 ▲ 7.2

H16 1,162,133 7.4

H17 1,160,221 ▲ 0.2

H17 Ⅰ 306,581 3.7

Ⅱ 254,214 ▲ 1.7

Ⅲ 315,820 5.8

Ⅳ 283,606 ▲ 8.9

（資料：県観光・リゾート課）
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(7) 消費者物価指数(平成12年=100)

○総合指数は、９７.５で前年と ＜３－７表＞ 平成12年=100　単位：％

　ほぼ横ばいであった。
　生鮮食品を除く総合指数は、 前年(同期)比 前年(同期)比

　９７.３で前年とほぼ横ばいで H13 99.2 ▲ 0.8 99.0 ▲ 1.0

　あった。 H14 98.2 ▲ 1.0 98.2 ▲ 0.8

H15 98.1 ▲ 0.1 97.8 ▲ 0.4

H16 98.0 ▲ 0.1 97.6 ▲ 0.2

H17 97.5 ▲ 0.5 97.3 ▲ 0.3

H17 Ⅰ 97.6 0.0 97.2 0.0

Ⅱ 97.6 ▲ 0.2 97.4 ▲ 0.2

※　消費者物価指数は、宮崎市の数値である。 Ⅲ 97.4 ▲ 0.8 97.2 ▲ 0.7

Ⅳ 97.4 ▲ 1.1 97.3 ▲ 0.6

（資料：県統計調査課）

(8) 雇用情勢

○有効求人倍率（県）は、０.６１倍で前年を０．０１ﾎﾟｲﾝﾄ上回った。

＜３－８表＞ 単位：倍、％、ﾎﾟｲﾝﾄ

前年(期)差 前年(期)差 前年(期)差

H13 0.59 0.00 0.44 0.00 5.0 0.3

H14 0.54 ▲ 0.05 0.42 ▲ 0.02 5.4 0.4

H15 0.64 0.10 0.51 0.09 5.2 ▲ 0.2

H16 0.83 0.19 0.60 0.09 4.7 ▲ 0.5

H17 0.95 0.12 0.61 0.01 4.4 ▲ 0.3

H17 Ⅰ 0.91 0.01 0.63 0.00 4.6 0.0

Ⅱ 0.95 0.04 0.62 ▲ 0.01 4.3 ▲ 0.3

Ⅲ 0.97 0.02 0.58 ▲ 0.04 4.3 0.0

Ⅳ 1.00 0.03 0.59 0.01 4.5 0.2

（資料：総務省、宮崎労働局職業安定部）

総合指数 生鮮食品を除く総合指数

有効求人倍率（国） 有効求人倍率（県） 完全失業率（国）

雇 用 ・ 労 働 関 連

※　数値は、季節調整値
　である。
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(9) 求人状況

○新規求職申込件数は、 ＜３－９表＞ 単位：件、人、％

　　約８万１千件で前年を
　１．０%上回った。 前年(同期)比 前年(同期)比

　新規求人数は、約７万１千人で H13 75,840 5.6 56,980 ▲ 0.8

　前年とほぼ横ばいであった。 H14 84,618 11.6 59,834 5.0

H15 81,499 ▲ 3.7 65,085 8.8

H16 80,461 ▲ 1.3 71,449 9.8

H17 81,248 1.0 71,495 0.1

H17 Ⅰ 20,632 ▲ 3.9 20,001 13.7

Ⅱ 24,415 4.6 16,721 0.8

Ⅲ 19,626 2.3 17,216 ▲ 9.1

Ⅳ 16,575 0.8 17,557 ▲ 4.1

（資料：宮崎労働局職業安定部）

(10) 労働関係指数（平成12年=100）

○実質賃金指数（きまって支給する給与）は、９７.９で前年を１．１%下回った。
　総実労働時間指数は、９９.７で前年を０．７%上回った。
　所定外労働時間指数は、１０７.０で前年を２．９%上回った。
　常用雇用指数は、９２.０で前年を０．５%下回った。
＜３－１０表＞ 平成12年=100　単位：％

前年(同期)比 前年(同期)比 前年(同期)比 前年(同期)比

H13 100.2 0.2 99.7 ▲ 0.3 101.2 1.2 98.2 ▲ 1.8

H14 101.4 1.2 102.2 2.5 112.9 11.6 95.8 ▲ 2.5

H15 100.3 ▲ 1.1 103.1 0.9 117.2 3.8 94.1 ▲ 1.8

H16 99.0 ▲ 1.3 99.0 ▲ 4.0 104.0 ▲ 10.8 92.5 ▲ 1.7

H17 97.9 ▲ 1.1 99.7 0.7 107.0 2.9 92.0 ▲ 0.5

H17 Ⅰ 98.7 ▲ 2.9 98.8 ▲ 0.5 114.7 0.3 90.8 ▲ 2.0

Ⅱ 97.4 ▲ 2.7 99.9 0.4 107.9 9.2 92.0 ▲ 0.5

Ⅲ 97.9 1.2 99.2 0.7 96.8 ▲ 1.2 92.5 0.0

Ⅳ 98.1 0.7 100.8 2.1 108.7 3.7 92.6 0.3

（資料：県統計調査課）
注）平成１６年については、日本標準産業分類の改訂に伴い、指数は新産業分類、前年（同期）比は旧産業分類による集計
　　結果である。

総実労働時間指数 所定外労働時間指数 常用雇用指数実質賃金指数
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(11) 新設住宅着工戸数

○新設住宅着工戸数は、７,８０９戸で前年を２．８% ＜３－１１表＞ 単位：戸、％

　下回った。
前年(同期)比

H13 8,526 ▲ 14.4

H14 7,815 ▲ 8.3

H15 7,748 ▲ 0.9

H16 8,033 3.7

H17 7,809 ▲ 2.8

H17 Ⅰ 1,478 ▲ 9.6

Ⅱ 1,929 ▲ 0.5

Ⅲ 2,179 ▲ 7.3

Ⅳ 2,223 5.4

（資料：県建築住宅課）

(12) 公共工事請負状況

○公共工事請負件数は、７,８４４件で前年を２０．９%上回った。
　公共工事請負金額は、約１８６６億円で前年を６．７%下回った。

＜３－１２表＞ 単位：件、百万円、％

前年(同期)比 前年(同期)比

H13 7,784 ▲ 11.0 238,737 ▲ 12.2

H14 7,261 ▲ 6.7 235,752 ▲ 1.3

H15 7,032 ▲ 3.2 217,786 ▲ 7.6

H16 6,486 ▲ 7.8 200,056 ▲ 8.1

H17 7,844 20.9 186,573 ▲ 6.7

H17 Ⅰ 3,193 81.5 57,792 41.3

Ⅱ 762 ▲ 3.7 30,170 ▲ 20.1

Ⅲ 1,665 6.5 46,973 ▲ 28.7

Ⅳ 2,224 ▲ 6.2 51,633 ▲ 7.1

（資料：西日本建設保証㈱宮崎支店）
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(13) 企業倒産状況（負債総額１千万円以上の法人及び個人企業）

○企業倒産件数は、８８件で ＜３－１３表＞ 単位：件、百万円、％

　前年を１１．１%下回った。
　負債額は、約２４７億円で 前年(同期)比 前年(同期)比

　前年を５３．８%上回った。 H13 143 ▲ 30.6 372,682 892.7

H14 122 ▲ 14.7 14,136 ▲ 96.2

H15 108 ▲ 11.5 46,131 226.3
H16 99 ▲ 8.3 16,059 ▲ 65.2
H17 88 ▲ 11.1 24,704 53.8

H17 Ⅰ 16 48.4 10,316 188.4

Ⅱ 27 35.0 6,661 114.0

Ⅲ 21 ▲ 16.0 4,337 ▲ 35.7

Ⅳ 24 4.3 3,390 29.3

（資料：東京商工リサーチ）

(14) 金融機関預金残高
＜３－１４表＞

○金融機関預金残高は、約３兆５千億円で前年末と 単位：百万円、％

　ほぼ横ばいであった。
前年(同期)比

H13.12 3,357,116 ▲ 7.8

H14.12 3,395,609 1.1

H15.12 3,397,895 0.1

H16.12 3,422,138 0.7

H17.12 3,450,873 0.8

H17. 3 3,324,192 0.4

6 3,445,819 0.9

9 3,361,509 1.0

12 3,450,873 0.8

（資料：日本銀行宮崎事務所）
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(15) 金融機関貸出金残高
＜３－１５表＞

○金融機関貸出残高は、約１兆９千億円で前年末と 単位：百万円、％

　ほぼ横ばいであった。
前年(同期)比

H13.12 1,953,428 ▲ 9.9

H14.12 1,918,476 ▲ 1.8

H15.12 1,918,781 0.0

H16.12 1,926,770 0.4

H17.12 1,923,147 ▲ 0.2

H17. 3 1,950,598 1.8

6 1,885,795 ▲ 0.3

9 1,891,760 ▲ 0.6

12 1,923,147 ▲ 0.2

（資料：日本銀行宮崎事務所）

(16) 景気動向指数 ＜３－１６表＞
先行指数 一致指数 遅行指数

○一致指数は、１月から４月まで５０．０%を H17 1月 57.1 66.7 60.0

　上回り、その後５０．０%を上下し、１１月、 2月 42.9 58.3 40.0

　１２月はともに５０．０%を上回った。 3月 57.1 58.3 80.0

4月 28.6 66.7 70.0

5月 28.6 33.3 60.0

6月 57.1 66.7 20.0

7月 14.3 33.3 20.0

8月 57.1 66.7 60.0

9月 28.6 33.3 40.0

10月 71.4 33.3 80.0

11月 50.0 58.3 80.0

12月 57.1 66.7 60.0

（資料：県統計調査課）
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○累積景気動向指数（累積ＤＩ）

　◆　累積ＤＩには、景気の動きと連動する性質があるため、景気の動きを
   視覚的にとらえやすいという利点がある。
　　　但し、その数値の大きさは、景気変動の大きさを示すものではない。

　景気は悪化が続き、厳しいものとなった。

　景気は一部に下げ止まりの兆しがみられたものの、厳
しいものとなった。

　景気は後半に一部に持ち直しの動きが見られたものの、
依然厳しい状況であった。

　景気は、消費の面では依然厳しい状況が残ったもの
の、生産活動や雇用の面で持ち直しの動きが見られ、緩
やかな回復基調となった。

平成１３年

平成１４年

平成１５年

平成１６年

　景気は、生産活動が底堅く推移し、消費の面では緩やかに持
ち直しの動きがみられ、また雇用の面でも持ち直しの動きが続
いたこともあり、引き続き緩やかな回復基調となった。

平成１７年

－13～14－




